
昭
和
五
十
一
年
五
月
二
十
五
日
受
領 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
質
問
の 

一
二
） 

答

弁

第

一

二

号 

   

衆
議
院
議
員
紺
野
与
次
郎
君
提
出
公
衆
浴
場
の
確
保
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。 

内
閣
衆
質
七
七
第
一
二
号 

昭
和
五
十
一
年
五
月
二
十
五
日 

衆

議

院

議

長 
前 
尾 

繁 

三 

郎 

殿 

内
閣
総
理
大
臣 

三 

木 

武 

夫 

一 

 



 

三 

 
衆
議
院
議
員
紺
野
与
次
郎
君
提
出
公
衆
浴
場
の
確
保
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

一
に
つ
い
て 

公
衆
浴
場
は
、
多
数
の
国
民
に
と
つ
て
保
健
衛
生
上
日
常
生
活
に
不
可
欠
な
施
設
で
あ
る
と
考
え
る
。 

公
衆
浴
場
入
浴
料
金
の
価
格
を
物
価
統
制
令
に
基
づ
き
統
制
額
を
指
定
す
べ
き
価
格
等
と
し
て
定
め
て
い
る

の
は
、
右
に
述
べ
た
公
衆
浴
場
の
性
格
を
踏
ま
え
て
の
も
の
で
あ
る
。 

二
に
つ
い
て 

我
が
国
の
公
衆
浴
場
数
は
、
昭
和
四
十
九
年
末
現
在
一
八
、
一
四
四
軒
で
あ
り
、
廃
業
に
よ
り
減
少
し
た
公

衆
浴
場
数
は
同
年
以
前
五
年
間
に
全
国
で
約
三
、
六
〇
〇
軒
で
あ
る
。
東
京
都
に
お
け
る
同
期
間
の
廃
業
の
理

由
は
、
利
用
者
数
の
減
少
又
は
営
業
不
振
に
よ
る
と
す
る
も
の
五
四
・
九
パ
ー
セ
ン
ト
、
人
手
不
足
に
よ
る
と

す
る
も
の
一
六
・
二
パ
ー
セ
ン
ト
、
施
設
の
老
朽
化
に
よ
る
と
す
る
も
の
一
二
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
等
と
な
つ 



四
に
つ
い
て 

三
に
つ
い
て 

て
お
り
、
東
京
都
以
外
の
地
域
に
お
い
て
も
廃
業
の
理
由
は
ほ
ぼ
同
様
で
あ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。 

相
続
税
法
第
十
二
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
宗
教
、
慈
善
、
学
術
そ
の
他
公
益
を
目
的
と
す
る
事
業
と

は
、
そ
の
事
業
活
動
に
よ
り
文
化
の
向
上
、
社
会
福
祉
へ
の
貢
献
等
に
寄
与
す
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
を
い
う

の
で
あ
る
か
ら
、
浴
場
業
は
同
号
に
規
定
す
る
事
業
に
は
該
当
せ
ず
、
し
た
が
つ
て
そ
の
用
に
供
す
る
財
産
を

非
課
税
と
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。 

な
お
、
昭
和
五
十
年
度
の
税
制
改
正
に
お
け
る
課
税
最
低
限
の
大
幅
引
上
げ
と
税
率
緩
和
に
よ
り
、
浴
場
業

の
よ
う
な
中
小
企
業
の
相
続
税
に
つ
い
て
相
当
の
負
担
軽
減
が
行
わ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
更
に
右
の
税
制
改

正
に
よ
る
延
納
制
度
の
改
善
に
よ
り
、
納
税
面
か
ら
も
実
情
に
即
す
る
よ
う
措
置
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ 

る
。 

四 

 



五
に
つ
い
て 

公
衆
浴
場
業
者
に
対
す
る
環
境
衛
生
金
融
公
庫
に
よ
る
融
資
に
つ
い
て
は
、
公
衆
浴
場
業
の
特
性
に
か
ん
が

み
、
公
衆
浴
場
確
保
対
策
の
一
環
と
し
て
、
昭
和
五
十
一
年
度
予
算
に
お
い
て
、
施
設
の
増
改
築
等
に
必
要
な
資

金
の
確
保
及
び
償
還
負
担
の
軽
減
に
資
す
る
た
め
、
貸
付
限
度
額
の
引
上
げ
及
び
償
還
期
限
の
延
長
を
図
つ
た

と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
今
後
と
も
公
衆
浴
場
問
題
に
関
す
る
諸
事
情
を
勘
案
し
つ
つ
、
対
処
し
て
ま
い
り
た
い
。 

公
衆
浴
場
に
係
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
そ
の
用
地
に
つ
い
て
建
物
の
一
部
に
一
定
割
合
以
上
の
居
住

部
分
が
あ
る
い
わ
ゆ
る
併
用
住
宅
で
あ
る
場
合
に
は
、
住
宅
用
地
と
し
て
の
軽
減
措
置
が
講
ぜ
ら
れ
て
い
る
と

と
も
に
、
公
衆
浴
場
用
の
建
物
に
つ
い
て
、
他
の
用
途
の
建
物
と
比
べ
て
そ
の
耐
用
年
数
を
短
縮
す
る
こ
と
に

よ
り
既
に
税
制
上
有
利
な
取
扱
い
が
講
ぜ
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。 

ま
た
、
公
衆
浴
場
の
用
地
に
係
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
大
都
市
の
周
辺
等
で
土
地
の
評
価
額
が
著
し

く
土
昇
し
た
地
域
に
お
い
て
、
土
地
に
係
る
固
定
資
産
税
の
負
担
が
納
税
者
の
担
税
力
か
ら
み
て
困
難
で
あ
る 

五 

 



 

六 

と
考
え
ら
れ
る
場
合
に
は
、
適
宜
軽
減
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
旨
の
指
導
を
し
て
き
た
と
こ
ろ
で

あ
る
。 

右
答
弁
す
る
。 




